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Table　13　S％〃z〃zαηげαおθoo瞬oJ∫劾伽5（ゾ。伽毎朋。αη6θプ
Author Year　of　　Reference　　　　　　　　　　PopulationPublication　　Number
Numbe　of　Number　of
　Case　　　　　　Control Source　of　ControI
West，　R．0．
Wynder，　E，　L．
et　al，
Joly．　D．　L　et　al．
Newhouse，　M，　L．
eta1．
Casagrande，　J，　T．
eta1．
McGowan，　L．
et　al．
Annegers，　J．F，
et　al，
Szamborski，　J．
eta1．
1966
1969
1974
1977
1979
1979
1979
1981
（53）
（54）
（55）
（56）
（57）
（58）
（59）
（60）
U．S．　A．
U．S，　A．
U．S，　A，
England
U，S．　A．
U．S．　A，
U，S，　A．
Poland
97
150
399
300
150
197
116
309
97
300
A395
B392
C396
A300
B300
　150
benign　ovarian　tumor
cancer（rlo　endocrine　system）
benign　disorder
no　disordef
non－neoPlastic　disease
colo－rectal　cancer
breast　cancer
25％
54
21
gynecologic　disorder　without　ova・
rian　cancer
women　in　the　neighborhood
housewives　in　the　neighborhood
197　　general　medical　and　surgical　visits
　464　emergency　room　visits
　　　　general　medica1，0phthalmologic，
　　　　dental　visits
A105　adenocarcinoma　of　uterine　body
B309　non－neoplastic　disease
た．McGowan　et　alラB）も，ケース・コントロール研究
の結果，卵巣癌患者は，乳癌や子宮癌（彼らは一括し
て婦人科癌と名づけた）による死亡者を家族に持つ者
が多いと報じたが，著者の結果もそれと一致した．
　卵巣癌に関しては，1家系の研究による，卵巣癌自体
の家族集積性の報告73⑭があり，さらに，同じく1家系
の研究による，卵巣癌と乳癌や子宮体癌に家族集積性
があるという報告7翫76｝もある．以上の報告や今回の結果
から，卵巣癌の発生には，遺伝的素因が関与している
ことが考えられる．
4・5主として生体のホルモン環境と関連した要因につ
　　いて
　4・5・1　月　　　経
　卵巣癌患者は，初潮年齢が高い者が多いとする報
告邸。）もあるが，今回の結果では，そのような差異は見．
られなかった．また，卵巣癌患者は，閉経年齢が低い
者が多いとする報告5燗もあるが，そのような差異はな
かった．
　さらに，卵巣癌患者は，月経周期の不規則性を経験
していた者が多い13）月経量が多かった者が多い14）月経
困難症に罹ったことのある者が多い5姻）など，月経に伴
う種々の異常と卵巣癌発生との関連性を示唆する報告
がある．しかし，それらのほとんどは，月経に伴う異
常の時期（年齢）についての検討は行われておらず，従っ
て，それらが卵巣の癌化による症状の一つであると解
釈される場合もある．
　そこで著者は，入院前の月経の状態のほかに，20歳
頃のそれについても調査した．20歳頃を特に設定した
のは，初潮時期から数年を経過し，しかもいまだ妊娠
を経験していない場合が多い，と考えられるからであ
る．その結果，有意差はなかったが，20歳頃に月経周
期の不規則性を経験していた者が，卵巣癌患者に多い
傾向が見られた．そして，卵巣癌患者は，30歳以前に
病的無月経を経験していた者が，コントロールA群よ
りも有意に多かった。
　卵巣癌の発生の原因として，卵巣の機能不全が考え
られる，とする説騨）がある．また，卵巣の機能低下に
伴う下垂体ゴナドトロピン産生の上昇が，卵巣癌の発
生と関係している，とする説77）もある．20歳頃の月経
周期の不規則性の経験や，30歳以前の病的無月経の経
験という要因は，これらの諸説と符合した要因である
ことも考えられる．
　4・6・2婚　　　姻
　独身者が卵巣癌患者の18，7％を占め，有意に多かっ
たが，ケース・コントロール研究15）記述疫学的方法に
よる研究la79）コホート研究80）の報告と一致した．平山80）
はさらに，卵巣癌患者は夫と死別した者も有意に多かっ
たと報じたが，著者の結果では，そのような差異は見
られなかった．
　既婚者であることを危険因子とする子宮頸癌の患者
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が，コントロールA群の31．9％を占めているが，コン
トロールB群には含まれておらず，卵巣癌患者はどち
らのコントロール群よりも独身者が多かったことから，
コントロール群の選定上の歪みによって有意差を示し
たとは考えにくい．
　また，初婚年齢の平均値が，卵巣癌患者はコントロー
ルB群よりも高かった．卵巣癌患者は，初回妊娠年齢
が高いとする報告55）があるが，今回の調査項目になかっ
たので，検討できなかった．乳癌患者は，初産年齢が
高いとする報告81）があるが，初産年齢には差異はなかっ
た．
　卵巣癌患者に独身者が多いこと，そして，卵巣癌患
者の初婚年齢が高いことの解釈として，卵巣の機能不
全が，卵巣癌の発生の原因となっていると同時に，ホ
ルモン環境を変化せしめ，個性や行動様式を変えてし
まい，そのため卵巣癌患者に独身者や晩婚者が多いの
だろうという考え方‘5）があり，興味深い見解と思われる．
　また，妊娠が直接的に卵巣癌の発生を低下させてい
るという考え方57郡2）もあり，独身者が多い，初婚年齢
が高いとする要因は，姓娠回数が少ないという危険因
子に従属したものである可能性も，否定できない．
　4・5・3　妊娠，出産，流産
　独身者を含めて検討すると，卵巣癌患者は，妊娠回
数や出産回数が有意に少ないという結果を得た．これ
は，他のケース・コントロール研究5臥57－50）や，記述疫学
的方法による報告82）と一致した．
　さらに，ケース群，コントロール群のどれかに独身
者が含まれている22組を除いて検討すると，卵巣癌患
者は，旧訳回数や出産回数が少ない傾向が見られたが，
有意差はなかった．Joly　et　alラ5｝やMcGowan　et　al§8〕
は，独身者を除いて検討しても，卵巣癌患者は，妊娠
回数や出産回数が有意に少なかった，と報じている．ま
た，今回の既婚の卵巣癌患者の治産率は14．5％であり，
コントロール群（平均10．9％）や，1970年の日本の国
勢調査の結果83》（10．9％）よりは高かったが，岡村ら31）
が1956年から1971年にかけて行った卵巣充実性腫瘍
山高の未産率18．0％よりも低かった．
　以上のように，今回のケース群は，独身という危険
因子に強い関連性があり，それに比べて，妊娠回数や
出産回数が少ないという危険因子との関連性が弱い，と
考えられる．
　また，独身者を除いた分析の結果，卵巣癌患者は，
人工妊娠中絶や自然流産の経験のあった者が，有意差
はなかったが，少ない傾向にあった．他のケース・コ
ントロール研究5瑚では，卵巣癌患者は，自然流産を経
験していた者が多い，という報告がある．このような
他の研究との差異が何を意味するのかは，現在のとこ
ろ不明である．
　さて，卵巣癌患者に妊娠回数が少ない者が多いとい
うことの解釈としては，次のようなことが考えられて
いる．一つは，妊娠が直接的に卵巣癌の発生率を低下
させる，という考え方であり，もう一つは，卵巣の機
能不全が卵巣癌の発生の原因としてあり，従って，妊
娠回数が少ない者が多いのだろう，という考え方であ
る．
　Murphy　and　Beamer84）によると，ゴナドトロピンの
持続的な刺激を受けたマウスは，高い発生率で卵巣腫
瘍を生じたことから，持続的なゴナドトロピンの刺激
が，卵巣腫瘍の発生の原因となる，という仮説を示し
た．そして，Weiss　et　al了9）は，妊娠によって下垂体ゴ
ナドトロピンが中断されることから，妊娠によるゴナ
ドトロピンの中断が，卵巣癌の発生率を直接的に低下
させているだろう，と推論した．
　Casagrande　et　al§7）やBeral　et　al§3）は，妊娠によっ
て排卵が抑制されるが，そのことが直接的に卵巣癌の
発生率を低下させているのではないか，とした．
　一方，Joly　et　alラ5）は，以上のような説の他に，卵巣
の機能不全が，卵巣癌の発生の原因としてあり，妊娠
回数が少ない者が卵巣癌患者に多いのは，卵巣の機能
不全に関連した要因であることも考えられる，とした．
　以上の仮説のどれをも，否定することはできない，と
考えられる．
　4・5・4三無排卵期間
　Casagrande　et　al§7》は，妊娠期間中や分娩後数か月
間は排卵がなく，また，経口避妊薬の服用期間中も排
卵がないこと85〕から，これらの期間を総合計して，田無
排卵期間と定義した．なお，出産に伴う無排卵期間を
12か月としたのは，VorherrB6）の報告による．そして，
卵巣癌患者は，この期間が有意に短いと報じ，絶え間
のない排卵，すなわち妊娠などによって中断されない
排卵が，卵巣の上皮細胞に傷害を及ぼすことなどによっ
て，卵巣に，癌の発生の原因となるような変化を与え
るのではないか，とした．
　排卵に伴って生じるところの，卵巣癌の発生の母地
となるような変化としては，卵巣上皮細胞の傷害が，ま
ず挙げられている5馬87｝が，そのほかに，Radisavljevic88）
やZejicek8鉱go）が述べているように，排卵の過程で卵巣
上皮細胞が，黄体の中へ陥凹することによって形成さ
れる嚢胞が，その発生の原因として考えられている．
　著者も，同様に全無排卵期間を算出し，卵巣癌愚者
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は，それがコントロールA群より有意に短い，という
結果を得た．以上から，全無排卵期間が長くなること
が，卵巣癌の発生率を直接的に低下させることも考え
られるが，ケース群とコントロールB群との間には，全
無排卵期間に有意差がなかったことを，考慮に入れて
おかなけれぽならないと考える．
　4・5・5　避　　　妊
　避妊に関しては，ケース群，コントロール群のどれ
かに独身者の入っている22組を除いた69組について
も，検討した．その結果，卵巣癌患者は，卵管結さつ
術を受けたことのある老が，有意差はなかったが，少
ない傾向にあり，また，避妊リングなどの避妊具を使
用したことのある者が有意に少なく，さらに，最後の
分娩以後（出産経験のない者は，結婚後）に，習慣的
に避妊をしていた老も有意に少なかった．以上のこと
から，卵巣癌患者はそもそも妊娠しずらく，避妊の必
要性が乏しかった，と解釈することもできる．そして
このことは，卵巣癌の発生の原因として，卵巣の機能
不全があるとする説邸L）と符合していると考えられる．
　米国におけるケース・コントロール研究5q57｝でも，卵
巣癌患者は経口避妊薬を服用していた者が，有意に少
なかったと報じられており，米国での避妊法の70％は
経口避妊薬の服用であること91）を考え合わせると，今回
の結果も，それらと一致したと言えるだろう。
　コントロールB群で，避妊をしていた者の率が特に
高かったのは，コントロールB群の70．3％が，婦人科
馬主症性疾患であり，その危険因子の一つとして，ペッ
サリーや避i妊用ゼリーなどの機械的・化学的刺激が挙
げられていること52）も考えられる．また，コントロール
B群は，市部に居住する者が多い傾向にあり，そして，
市部に居住する者のほうが，郡部に居住する者よりも，
避妊をしている者の率が高い12｝とされていることから
して，そのような地域差であることも，同時に考えら
れる．
　なお，外因性エストロゲンの服用は，卵巣癌の発生
率を高める可能性があるというHoover　et　al．の疫学
的報告93）は，調査対象者数が少ないという批判94）もあり，
一概には認められないが，norethindroneやnorethyno－
drelなどの経口避妊薬の投与によって，マウスに卵巣
癌を発生させたという報告95）もあることから，その可能
性も否定できない．しかし，日本での経口避妊薬の服
用率はいまだ低く11鋼今回の結果も同様であり，経口避
妊薬の服用の影響を検討することはできなかった．
　ところで，Casagrande　et　al§7）は，経口避妊薬不耐
性の者が，卵巣癌患者に有意に多いという興味ある報
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告を行っており，著者も，’81ケース群と’81コントロー
ル群とについて調査した．そして，経口避妊薬を服用
したことのあった卵巣癌患者は1人制あったが，やは
り不耐性であった．このことは，卵巣癌の早期発見の
一つの方法としての可能性もあり，またその発生原因
を考察する上でも，重要な手掛かりとなり得ることか
ら，今後の調査が期待される．
　4・5・6授　乳
　出産経験者に限って検討すると，卵巣癌患者は，一
子当たりの平均授乳期間が長かった者が有意に多かっ
た．乳汁分泌を促すプロラクチンは，下垂体前葉から
分泌される96｝が，ゴナドトロピンやプロラクチンなどの
下垂体前葉ホルモンの分泌が多いということが，卵巣
癌の発生率を高めるようなホルモン環境を形成してい
る，と解釈することもできる．
　ところで，平山のコホート研究80）では，卵巣癌患者は，
授乳期間が有意に短かったと報じているが，そこでは，
未婚者や出産経験のない者を除外せずに分析している
ことや，最後に出産した子供に対する授乳期間だけを
検討していることもあり，著者と検討の方法が異って
いる。著者は，出産経験のない者を分析対象から除外
し，一子当たりの平均授乳期間を算出して比較した．
4・6　手術歴，既往歴および検査歴について
　4・6・1手術歴
　子宮筋腫の手術を受けたことのある者が，卵巣癌患
老に有意に少なかったが，これはコントロールA群の
中に，子宮筋腫の愚者が39．6％含まれていることも考
慮しなければならない。しかし，Annegers　et　a1§9）によ
る婦人科以外の外来患者をコントロール群としたケー
ス・コントロール研究でも，卵巣癌患者は，子宮摘除
術を受けていた者（ただし，子宮摘除術を受ける原因
となった疾患についての記載はない）が，有意に少な
かったと報告している．また，今回の研究でも，コン
トロールB話中には，子宮筋腫の患老は4人だけであっ
たにもかかわらず，8人目子宮筋腫の手術を受けており，
ケース群の1人という数値よりも有意に多かった．
　子宮筋腫の発生，発育，増大にエストロゲンが重要
な役割を果たしていること51）が述べられているが，卵巣
癌患者は，卵巣の機能不全に伴って，エストロゲン活
性が低かったと考えるならぽ，子宮筋腫を発生，増大
し難いホルモン環境が形成されていたのではないか，と
解釈することもできる．
　次に，子宮後屈症の手術を受けたことのある者が，卵
巣癌患者に有意に多かった．以前には，不妊を主訴と
する患者の一部に対して，子宮後屈症という診断の下
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に，それに対する手術をしていた時期があり17｝従って，
このことは，卵巣癌患老がそもそも妊娠しずらかった
ことの現われである，と考えることもできる．
　4・6・2既往歴
　高血圧症の既往歴のあった者には，有意差はなかっ
た．Szamborski　et　al？o）は，類内膜癌の組織型を有す
る卵巣癌患者に限ったケース・コントロール研究の結
果，高血圧症がその危険因子であることを示した．今
回の調査対象となった卵巣癌患者のうち，類内膜癌の
組織型を有した者は，わずか1人であったが，その症
例も，3年前から高血圧症のため加療中であった．以上
のことは，卵巣癌の危険因子の組織型別の差異の一つ
を示唆しているものと思われる．
　また，以前に甲状腺機能充進症に罹ったことのある
者は，卵巣癌患者には1人もなく，コントロール群と
比べて，有意差はなかったが少ない傾向が見られた．
Joly　et　a1，5｝もケース・コントロール研究の中で，卵巣
癌患者は，甲状腺腫に罹ったことのある者が少ないと
報じた．
　甲状腺は，卵巣の機能に密接な関連があること98）が示
されており，また，甲状腺機能の低下が，下垂体前葉
ゴナドトロピンの活性を高めることによって，卵巣癌
の発生率を高めるという仮説99）もあることから，今後も，
卵巣癌と甲状腺疾患との関連性を検討していく必要が
あると考える．
　乳癌の既往歴のある者が，卵巣癌患者に多いとする
報告6〕もあるが，今回の結果では，ケース群とコント
ロール群の間に差異はなかった．
　4・6・3検査歴
　不正子宮出血などに対し，放射線治療を受けた患者
に，卵巣癌が発生したという報告100－102）があり，また，
マウスを用いた実験⑱や，ケース・コントロール研究53｝
でも，放射線被曝と卵巣癌発生の関連性を示した報告
がある．著者も，卵巣への被曝線量が比較的多いとさ
れている放射線検査2｝について，それらの検査を受けた
ことがあるか，あればその回数をも調査し，卵巣癌発
生との関係を検討した．しかし，放射線検査によるそ
の被曝線：量の多少には，ケース群とコントロール群と
の間に有意差はなかった．
4・7　社会的要因について
　4・7・1居住地，職業
　卵巣癌の死亡率の地域差に関しては，東北や北海道
などの北日本で，その死亡率が高いことが報告されて
おり｝。4郡部よりも市部で，その死亡率が高いという報
告3）もある．そこで，出生地，20歳頃の居住地，現住所
について，道内市部，道内郡部，道外，国外に分けて
検定したが，有意差はなかった．ただし，現住所につ
いては，コントロールB群で，道内市部であった者が
多い傾向が見られた．これは，コントロールB群が選
定された施設が，札幌市内にあったために見られた傾
向であると思われる．
　また，20歳頃の職業と入院前の職業を，主婦や無職
者，事務系従事者，農業関係者，医療関係者，飲食業
従事者，作業労働者，その他に分けて検定した．アス
ベストやその類似物質であるタルクは，近年使用量が
急増し｝05）いろいろな工場や作業現場で使用されており
｝05）それらの物質が卵巣癌の発生に関係しているのでは
ないか，とする報告106一109）もあることから，作業労働者
の数に特に着目したが，ケース群とコントロール群の
間に差異はなかった．そして，コントロールB群は，20
歳頃の職業が主婦や無職者あるいは事務系従事老であっ
た者が有意に多く，逆に，農業従事者が有意に少なかっ
たが，これもコントロールB群の選定上の歪みである
と考えられる。
　4・7・3　嗜好品，食事
　飲酒や喫煙，それにコーヒーや紅茶の飲用が制限さ
れているモルモソ教徒やセブンスデーアドベンティス
ト教徒の，卵巣癌死亡率が低いとする報告UO　113）があり，
また，平山80）は，1日15本以上，総本数20万本以上
喫煙していた者が，卵巣癌患者に多いと報じている．そ
こで，20歳頃と入院前とについて，タバコ，コーヒー，
紅茶，緑茶をほぼ毎日摂取していた者の数，及びアル
コール飲料類を週に1回以上飲用していた者の数を，そ
れぞれ比較したが，ケース群とコントロール群との間
に有意差はなかった．
　米国へ移住した日本人は，卵巣癌，乳癌，子宮体癌
の罹患率が，米国白人のそれに近づくことが報告され
ており114凋のことから，これらの癌の発生に関しては，
食生活との関連性が考えられる．そこで，20歳頃と入
院前とについて，牛乳，肉類，魚類をほぼ毎日摂取し
ていたかどうかを，それぞれ調べた．その結果，入院
前に，牛乳をほぼ毎日摂取していた者，特にほぼ毎日
360m♂以上摂取していた者が，有意に少なかった．
　牛乳の摂取が胃癌の罹患率を低下させることは，す
でに報告されている116－118）が，卵巣癌との関連性につい
ての報告は少なく，唯一，平山8のが卵巣癌死亡者と牛乳
の毎日摂取との関係を検討しているが，有意な関係は
なかったとしている．牛乳をほぼ毎日摂取していた者
が，卵巣癌患者に有意に少なかったことの解釈は，非
常に難しいが，牛乳が単独で卵巣癌の発生や増大を抑
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制しているという可能性のほかに，牛乳をほぼ毎日摂
取するような食生活のパターンが，卵巣癌の発生，増
大を抑制していることも考えられる．
　さて，平山の報告80）によると，肉類を毎日摂取してい
た者が，卵巣癌死亡者に有意に多かったとしている．ま
た，動物性脂肪を多く摂取すると，乳癌の発生率が高
まるという報告【1恥120）及びそのことに関する考察121）もあ
るが，卵巣癌患者に対する今回の調査結果では，20歳
頃も入院前も，肉類や魚類をほぼ毎日摂取していた者
の数に，有意差はなかった．
　4・7・4　化粧，染毛
　Longo　and　Young122）は，化粧用タルクを会陰部に
繰返えし使用すると，膣内にタルクがたまり，卵巣癌
の発生の原因となる可能性があることを示唆した．そ
こで，20歳頃と入院前とについて，化粧品類をほぼ毎
日使用していたかどうかを調べたが，卵巣癌患者は，入
院前に化粧品類をほぼ毎日使用していた者が，有意に
少なかった．
　先に，卵巣癌の発生の原因として，卵巣の機能不全
があるのではないかということを述べ，卵巣癌患者に
独身者が多いのは，卵巣の機能不全に伴って，個性や
行動様式が変化したためではないだろうか，という考
え方55｝を提示した．ほぼ毎日化粧品類を使用していた者
が，卵巣癌患者に有意に少なかったことも，以上のよ
うな個性や行動様式の変化と関係していると考えるこ
ともできる．
　また，染毛が，乳癌123－127）や膀胱癌ユ28》の危険因子であ
る可能性が示唆されており，そこで，20歳頃と入院前
とについて，染毛したことがあったかどうかを調べた
が，ケース群とコントロール群との問に有意差はなかっ
た．
　4・7・4　スポーツ活動歴
　Polednek129）は，追跡調査の結果，学生時代にスポー
ツ活動をしていた男性は，癌による死亡率が高いと報
じた。しかし，スポーツ活動と癌との関連性について
の報告は少ない．そこで，学生時代にクラブ活動とし
て規則的に運動をしていたかどうかを調べたが，卵巣
癌患者は，コントロールA群よりもスポーツ活動をし
ていた者が諸県に多かった．しかし，コントロールB
群とは有意差はなかった．青年期のスポーソ活動と癌
との関係については，いまだ不明な点が多いが，スポー
ツ活動をしていた者が多いということが，卵巣癌患老
に特徴的な行動様式の一つである可能性もあり，今後
のさらなる調査が必要であろう．
4・8　組織型別の分析
満 札幌医誌
　漿液性嚢胞腺癌とムチン性嚢胞腺癌は，以前には，
単純性続発性卵巣癌とまとめられてお房馴良情嚢胞腺
腫を母体として発生するという考え方29｝もあり，独自の
危険因子を有することが考えられる．これら二つの組
織型のいずれかに分類される卵巣癌を有した患者は，
ケース群の58．3％に達したので，これらの組織型の卵
巣癌患者に限ったケース・コントロール研究を行った．
　その結果，Table　14の通り，これらの組織型を有し
た卵巣癌患者は，①血液型A型の者が52．8％に達し，
有意に多かった．②妊娠回数2回以下の者，4回以下
の老が，それぞれ有意に多かった．③人工妊娠中絶の
経験のあった者や，自然流産のあった者が，それぞれ
有意に少なかった．④全廃排卵期間が3年未満の老が，
有意に多かった．⑤避妊具を使用したことのあった者
が有意に少なく，また，最後の分娩以後（出産経験の
ない者は，結婚後）に，習慣的に避妊をしていた老が，
有意に少なかった⑥一子当たりの平均授乳期間が5か
月未満の者が，有意に少なかった．⑦20歳頃に牛乳を
ほとんど毎日360m♂以上飲用していた者が，有意に少
なかった．この項目は，全組織型の卵巣癌の患者につ
いて分析した場合には，有意差を生じなかった．⑧入
院前に牛乳をほぼ毎日飲用していた者も，有意に少な
かった．⑨入院前に化粧品類をほぼ毎日使用していた
者が，有意に少なかった．⑩学生時代にスポーツ活動
をしていた者が，有意に多かった．この項目は，全組
織型の卵巣癌の患者について分析した場合には，
Mantel－Haenszelの検定では，有意差は生じなかっ
た．
　逆に，母親や姉妹に癌死亡者，特に乳癌や子宮癌に
よる死亡者，を有する者の数，及び独身者の数，など
にはケース群とコントロール群の間で差異はなかった．
　以上を総合してみると，全組織型のケース群で分析
した場合と比較して，コントロール群との間で有意差
を生じた項目の数に，多少の増減があるが，項目の内
訳はほぼ類似していた．
　卵巣癌については，組織型別に病因の相違があるこ
とを強調する研究者20｝もいるが，今回のケース・コント
ロール研究では，漿液性嚢胞腺癌及びムチソ性嚢胞腺
癌と他の組織型とを分割しても，多くの項目が同様の
関連性を示した（宿主要因でも環境要因でも）ので，多
くの組織型間で共通の病困が存在すると想定すること
も不可能ではない，と考えられる．ただし，一部の組
織型で，ケース数を増加することで，詳細な検討を行
う必要性がまだ残ってはいる．例えば，類内膜癌のケー
スだけを集めた研究60｝もあるが，その発生数の少ないわ
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Table　14　賀sεγo％s　oγ　初zご。勿。躍ヲα46ηooαγoわ20η2α”g名ozゆ
Item Object　of　Analysis　No．　　Case　　Control　A　　　X気　　　0．　R．，　Control　B　　X琶　　0．　R．　B　　X瓦、　　0．　R．鳩
（Biological　factors）
blood　type　A　　　　　　　total　study
（Hormone　environmental　factors）
Iess　thaη　2　pregnancies　　　　　　　tota】stud｝τ
less　than　4　pregnancies　　　　　　　total　study
arti丘cial　abortiGn　　　　　　　　　　　　total　study
miscarriage　　　　　　　　　　　total　study
total　anovulatory　period　less　　　　　　　　　　total　studythan　3　yrs．
contraception　by　instrurrlents　　　total　study
contraception　after　iast　pari亡y　　’81　study
lact、t1。d，、s　th、n　5　mth。　：！l　stud乳，
　　　　　　　　　　　parous　women
（SQcial　factors）
daily　mi】k　drinking　more　than　　　　　　　　　　’81　study360rnl　about　20　yrs．
daily　rnilk　drinking　before　　　　　　　　　　’81　studyadmission
daily　cosmetics　usage　before　　　　　　　　　　total　studyadrn1ssion
practice　of　sports　in　schoo1　　　　　　　　　　｝81　studydays
53　　28（52．8％）　　19（35，8％）　　2．56
53　　28（52．8）
53 　44（83．O）
53　　15（28．3）
53　　　5（　9，4）
53　　37（69．8）
53　　　6（11．3）
32 9（28．P
20　　　3（15．0）
14（26，4＞
37（69，8）
25（47，2）
11（20，8）
26（49，1）
17（32，1）
18（56，3）
9（45、0）
7．68＊＊
2，40
4，50零
1．80
4，35ホ
5．88＊
3，77
4．17零
32　　　0（　〔｝．0）　　　　5（15．6）　　　　3．20
2，1　　　　18（34，0％）　　3．68　　　　　2，7　　　　5，31零　　　　　2，4
4．5
2．8
0．3
0，4
2．8
0，2
0．3
20〔37．7）
33（62．3）
22（41，5）
16〔30，2）
29（54，7）
16（30．2）
22（68．8）
8（40．0）
2．04　　　　2．0　　　7．81寧‡
5．26＊　　　　3．8　　　　6．48零
1．90　　　　　0，5　　　　　4，66＊
5．26孝　　　　0，3　　　　5．78＊
3．50　　　　2，5　　　　5．88事
5、06＊　　　　0．2　　　　　7，35＊富
8．47＊奉　　　　0．1　　　　9，68＊串
2，67　　　　　　0．2　　　　　6．05ホ
3（5．7）　　　1．33 4，57零
2，8
3．2
0．4
0，4
2．7
0．2
0．2
0．1
32　　6（18．8）　　14（43．8）　　　4．08＊　　　　0，2　　　14（43．8〕　　3．50　　　　0，3　　　5．12＊　　　　0，2
53　　21（39，6）　　　30（56，6）　　　　2，56
32　　10（31．3）　　　2（　6．8）　　　6，12寧
0．5　　　　33（62．3）　　　4，32串　　　　　0，4　　　　　5．80牢　　　　　G．4
5（15．6）　　　1、23　　　　　2．3　　　　6．03＊　　　　　4，2
宰p〈0．05　　　曝半p＜0．01
巳τ 唐?ｒｏｕｓ　or　mucinous　adenocarcinoma”group；group　in　which　cases　had　serous　or　Inucinous　adenocarcinomas
of　the　ova「y
が国では，実施は困難である．
5　結 論
　増加の一途をたどっている卵巣癌の発生に関連した
要因を明らかにするために，1979年から1981年にかけ
て，北海道内の病院の婦人科に入院中あるいは通院中
の卵巣癌患者91人に対して，ケース・コントロール研
究を行った．その際に，1ケースに対して，年齢をマッ
チングした，疾患構成の異なる，2つのコントロールを
与えた．McNemarの方法，　Mantel－Haenszelの方
法，対応のある場合のt一検定によって解析し，有意差
を示した項目は，以下の通りであった．
　1．生物学的要因として
　卵巣癌患老は，①血液型A型の者が多かった．②母
親の出産回数が多く，また，母親の出産数と本人の出
産数との差が大きかった．③母親や姉妹に癌による死
亡者，特に乳癌や子宮癌による死亡者，を有した者が
多かった．
　2．主としてホルモン環境と関連した要因として
　卵巣癌患者は，①30歳以前に無月経を経験していた
者が多かった。②独身者が多く，また，初婚年齢が高
かった．③独身者を含めて分析すると，妊娠回数や出
産回数が少ない者が多かったが，独身者を除いて分析
すると，有意差はなかった．④全無排卵期間が短かっ
た．⑤避妊用品を使用したことのある者が少なく，ま
た，最後の分娩以後に避妊をしていた者が少なかった．
⑥一子当たりの平均授乳期間が長い者が多かった．
　3．既往歴の要因として
　卵巣癌患者は，①子宮筋腫の手術を受けたことがあ
る者が少なかった．②子宮後屈症の手術を受けたこと
のある者が多かった．
　4。社会的要因として
　卵巣癌患者は，①入院前に牛乳をほぼ毎日飲用して
いた者，特に360mZ以上飲用していた老が少なかった．
②入院前に化粧品類をほぼ毎日使用していた者が少な
かった．③学生時代にスポーツ活動をしていた者が多
かった．
　なお，漿液性嚢胞腺癌とムチン性嚢胞腺癌の組織型
の卵巣癌患者に限った検討も行ったが，以上の結果と
類似した．
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　以上から，卵巣癌の発生には，遺伝的要因が関与し
ていることが考えられる．さらに，卵巣癌の発生の重
要な要因として，卵巣の機能不全が考えられる．しか
し，妊娠が直接的に卵巣癌の発生を抑制するという可
能性も否定できない．また，社会的要因の関与も見逃
せない．
　本研究に対して，御指導・御協力を賜りました，北
大　一戸喜兵教授，旭川医大　清水哲也教授，札幌医
大　橋本正淑教授，をはじめ，北海道内の産婦人科の
諸先生に，心より感謝申し上げます，
　稿を終えるにあたり，御指導，御校閲をいただきま
した三宅浩次教授に深謝いたします．
　なお，本研究の一部は，厚生省がん研究・疫学研究
班からの補助（三宅）を受けた．
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